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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被処理物を加圧下で流動燃焼させる加圧流動炉と、この燃焼により発生した排ガスによ
って駆動されるタービン及びこのタービンによって駆動され前記加圧流動炉内に供給する
空気を圧縮するコンプレッサーを有する過給機と、を備えた加圧流動焼却設備であって、
　前記コンプレッサーの吸込み側に設けられた空気供給手段からの空気を、前記コンプレ
ッサーを通して前記加圧流動炉内に圧縮空気を供給する経路と、この経路における前記コ
ンプレッサーを通過した後、かつ排ガスと熱交換する空気予熱器の入口上流側の部分から
分岐して、前記加圧流動炉の始動用バーナーに連なる分岐経路と、前記排ガスを前記空気
予熱器及び集塵機を通して前記過給機のタービンに供給する開度調整可能な本径路切替弁
を有する本経路と、前記排ガスが前記空気予熱器及び前記集塵機を通った後に前記過給機
を通すことなく前記過給機の下流の排ガス処理系に供給する開度調整可能なバイパス径路
切替弁を有するバイパス経路と、を有し、
　前記加圧流動炉の立上げの際には、前記空気供給手段からの空気を、前記コンプレッサ
ーを通して前記加圧流動炉内に圧縮空気として供給し、かつ、前記分岐経路を通して前記
圧縮空気を前記始動用バーナーの燃焼用空気として供給し、
　さらに、前記排ガスを前記空気予熱器及び前記集塵機を通った後に前記本経路及び前記
バイパス経路を通過させるようにし、
　立ち上がり運転時間経過に伴い、始動用バーナーの燃焼により加圧流動炉内の圧力が上
昇し、かつ前記本径路切替弁及び前記バイパス径路切替弁の開度を調整することで、コン
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プレッサー出口側の圧縮空気圧力が加圧流動炉内の流動部の圧力損失を超える圧力となっ
て、加圧流動炉内の圧力上昇に伴いコンプレッサーの出口側風量が増加するように構成し
た、
　ことを特徴とする加圧流動焼却設備。
【請求項２】
　被処理物を加圧下で流動燃焼させる加圧流動炉と、この燃焼により発生した排ガスによ
って駆動されるタービン及びこのタービンによって駆動され前記加圧流動炉内に供給する
空気を圧縮するコンプレッサーを有する過給機と、を備えた加圧流動焼却設備であって、
　前記コンプレッサーの吸込み側に設けられた空気供給手段からの空気を、前記コンプレ
ッサーを通して前記加圧流動炉内に圧縮空気を供給する経路と、前記排ガスを空気予熱器
及び集塵機を通して前記過給機のタービンに供給する本経路と、前記排ガスが前記空気予
熱器及び前記集塵機を通った後に前記過給機を通すことなく前記過給機の下流の排ガス処
理系に供給するバイパス経路と、を有し、
　さらに、流動媒体を貯留する貯留ホッパと該貯留ホッパの下側に設けられる投入手段と
からなる流動媒体を前記加圧流動炉内に投入するための流動媒体投入装置と、前記加圧流
動炉の底部に設けられた排出ゲートと該排出ゲートから排出された流動媒体を前記貯留ホ
ッパに搬送する搬送手段とを有する流動媒体排出装置と、を備え、
　前記加圧流動炉の立上げの際に、前記空気供給手段からの空気を、前記コンプレッサー
を通して前記加圧流動炉内に圧縮空気として供給し、前記排ガスを前記空気予熱器及び前
記集塵機を通った後に前記本経路及び前記バイパス経路を通過させるようにし、
　かつ、安定運転時に必要な流動媒体量の一部のみを前記加圧流動炉内に投入した状態に
なるよう前記流動媒体投入装置及び前記流動媒体排出装置を運転するよう構成し、
　前記加圧流動炉の安定運転時、つまり前記加圧流動炉内又は前記過給機における温度及
び圧力が所定の値に達した時点で、
　前記排ガスを前記本経路のみを通過させるようにした後前記空気供給手段を停止し、そ
の後に安定運転時に必要な流動媒体量の追加分を投入するよう前記流動媒体投入装置及び
前記流動媒体排出装置を運転するように構成した、
　ことを特徴とする加圧流動焼却設備。
【請求項３】
　被処理物を加圧下で流動燃焼させる加圧流動炉と、この燃焼により発生した排ガスによ
って駆動されるタービン及びこのタービンによって駆動され前記加圧流動炉内に供給する
空気を圧縮するコンプレッサーを有する過給機と、を備えた加圧流動焼却設備における立
ち上げ運転の際に、
　前記コンプレッサーの吸込み側に設けられた空気供給手段からの空気を、前記コンプレ
ッサーを通して前記加圧流動炉内に圧縮空気を供給する経路及びこの経路における前記コ
ンプレッサーを通った後かつ排ガスと熱交換する空気予熱器の入口上流側の部分から分岐
して、前記加圧流動炉の始動用バーナーに連なる分岐経路を通して圧縮空気として供給す
るとともに、
　前記排ガスを前記空気予熱器及び集塵機を通った後に前記過給機のタービンに開度調整
可能な本径路切替弁を介して直接導く本経路及び前記過給機を通ることなく開度調整可能
なバイパス径路切替弁を介して下流の排ガス処理系に導くバイパス経路を通過させ、
　立ち上がり運転時間経過に伴って、始動用バーナーの燃焼により加圧流動炉内の圧力を
上昇させ、かつ前記本径路切替弁及び前記バイパス径路切替弁の開度を調整することで、
コンプレッサー出口側の圧縮空気圧力が加圧流動炉内の流動部の圧力損失を超える圧力と
なって、加圧流動炉内の圧力上昇に伴いコンプレッサーの出口側風量を増加させる、
　ことを特徴とする加圧流動焼却設備の立ち上げ運転方法。
【請求項４】
　被処理物を加圧下で流動燃焼させる加圧流動炉と、この燃焼により発生した排ガスによ
って駆動されるタービン及びこのタービンによって駆動され前記加圧流動炉内に供給する
空気を圧縮するコンプレッサーを有する過給機と、を備えた加圧流動焼却設備における立
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ち上げ運転の際に、
　前記コンプレッサーの吸込み側に設けられた空気供給手段からの空気を、前記コンプレ
ッサーを通して前記加圧流動炉内に圧縮空気を供給する経路を通して圧縮空気として供給
するとともに、
　前記排ガスを空気予熱器及び集塵機を通った後に前記過給機のタービンに直接導く本経
路及び前記過給機を通ることなく下流の排ガス処理系に導くバイパス経路を通過させ、
　前記加圧流動炉内又は前記過給機における温度及び圧力が所定の値に達するまでの間は
、安定運転時に必要な流動媒体量の一部のみを前記加圧流動炉に投入した状態で前記空気
供給手段によって流動化を図り、前記加圧流動炉内又は前記過給機における温度及び圧力
が所定の値に達した時点で、前記空気供給手段を停止し、その後に安定運転時に必要な流
動媒体量の追加分を投入する
　ことを特徴とする加圧流動焼却設備の立ち上げ運転方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、加圧流動焼却設備及び加圧流動焼却設備の立ち上げ運転方法に関し、詳しく
は被処理物を加圧下で流動燃焼し、この燃焼により発生した排ガスにより駆動されるター
ビンを備え、当該タービンによってコンプレッサーを駆動し、このコンプレッサーの駆動
によって圧縮された空気を加圧流動炉内に供給する構成とされた加圧流動焼却設備及び加
圧流動焼却設備の立ち上げ運転方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　加圧流動炉では石炭を燃料とする加圧流動床複合発電プラントが実用化され、通常、立
上げ時において、タービンの過給機を電動機として使用して所定の圧力、温度まで起動し
ている。ここで、過給機を使用するシステムでは過給機を起動時にブロワとして利用でき
ないため大型の容量の起動用ブロワを使用する場合が多い。
　他方、ガスタービンの排気（排ガス）を有効利用する方法として、本出願人は特許文献
１を開示した。しかしながら、特許文献１には流動焼却設備の立ち上げ運転に関して開示
はない。
　もっとも、加圧流動焼却設備の立ち上げ運転の際の工夫として、本出願人は特許文献２
を提案した。しかしながら、１年当たり１～２回程度の立ち上げ運転における始動用バー
ナーについての燃焼用空気をどこから持ち込むかの点について開示はしていない。この点
、当業者の通常の発想によれば、始動用バーナーについての燃焼用空気は、専用に設けた
専用ブロワから送気する。
　しかしながら、１年当たり１～２回程度（多くとも数回）の立ち上げ運転だけのために
、専用ブロワを用意することは、設備の高騰を招く。特に、加圧流動炉が所定の加圧状態
の安定運転に達する時点まで専用ブロワによって、容量的に大きい加圧流動炉に対して燃
焼用空気を送り込むことは、専用ブロワの大型化を回避できないものである。また、加圧
流動焼却設備の立ち上げ運転の際のよりいっそうの効率化も望まれる。
【特許文献１】特開平９－８９２３２号公報
【特許文献２】特開２００７－１７０７０４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　発明が解決しようとする主たる課題は、加圧流動焼却設備の立ち上げ運転の際の効率化
を図り、設備コストやランニングコストを低減させることにある。また、別の課題は、始
動用バーナーの燃焼用空気送気用ブロワを使用しない又は小型化して、設備コストやラン
ニングコストを低減させることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
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　この課題を解決した本発明は、次のとおりである。
【０００５】
　＜請求項１記載の発明＞
　被処理物を加圧下で流動燃焼させる加圧流動炉と、この燃焼により発生した排ガスによ
って駆動されるタービン及びこのタービンによって駆動され前記加圧流動炉内に供給する
空気を圧縮するコンプレッサーを有する過給機と、を備えた加圧流動焼却設備であって、
　前記コンプレッサーの吸込み側に設けられた空気供給手段からの空気を、前記コンプレ
ッサーを通して前記加圧流動炉内に圧縮空気を供給する経路と、この経路における前記コ
ンプレッサーを通過した後、かつ排ガスと熱交換する空気予熱器の入口上流側の部分から
分岐して、前記加圧流動炉の始動用バーナーに連なる分岐経路と、前記排ガスを前記空気
予熱器及び集塵機を通して前記過給機のタービンに供給する開度調整可能な本径路切替弁
を有する本経路と、前記排ガスが前記空気予熱器及び前記集塵機を通った後に前記過給機
を通すことなく前記過給機の下流の排ガス処理系に供給する開度調整可能なバイパス径路
切替弁を有するバイパス経路と、を有し、
　前記加圧流動炉の立上げの際には、前記空気供給手段からの空気を、前記コンプレッサ
ーを通して前記加圧流動炉内に圧縮空気として供給し、かつ、前記分岐経路を通して前記
圧縮空気を前記始動用バーナーの燃焼用空気として供給し、
　さらに、前記排ガスを前記空気予熱器及び前記集塵機を通った後に前記本経路及び前記
バイパス経路を通過させるようにし、
　立ち上がり運転時間経過に伴い、始動用バーナーの燃焼により加圧流動炉内の圧力が上
昇し、かつ前記本径路切替弁及び前記バイパス径路切替弁の開度を調整することで、コン
プレッサー出口側の圧縮空気圧力が加圧流動炉内の流動部の圧力損失を超える圧力となっ
て、加圧流動炉内の圧力上昇に伴いコンプレッサーの出口側風量が増加するように構成し
た、
　ことを特徴とする加圧流動焼却設備。
【０００６】
　＜請求項２記載の発明＞
　被処理物を加圧下で流動燃焼させる加圧流動炉と、この燃焼により発生した排ガスによ
って駆動されるタービン及びこのタービンによって駆動され前記加圧流動炉内に供給する
空気を圧縮するコンプレッサーを有する過給機と、を備えた加圧流動焼却設備であって、
　前記コンプレッサーの吸込み側に設けられた空気供給手段からの空気を、前記コンプレ
ッサーを通して前記加圧流動炉内に圧縮空気を供給する経路と、前記排ガスを空気予熱器
及び集塵機を通して前記過給機のタービンに供給する本経路と、前記排ガスが前記空気予
熱器及び前記集塵機を通った後に前記過給機を通すことなく前記過給機の下流の排ガス処
理系に供給するバイパス経路と、を有し、
　さらに、流動媒体を貯留する貯留ホッパと該貯留ホッパの下側に設けられる投入手段と
からなる流動媒体を前記加圧流動炉内に投入するための流動媒体投入装置と、前記加圧流
動炉の底部に設けられた排出ゲートと該排出ゲートから排出された流動媒体を前記貯留ホ
ッパに搬送する搬送手段とを有する流動媒体排出装置と、を備え、
　前記加圧流動炉の立上げの際に、前記空気供給手段からの空気を、前記コンプレッサー
を通して前記加圧流動炉内に圧縮空気として供給し、前記排ガスを前記空気予熱器及び前
記集塵機を通った後に前記本経路及び前記バイパス経路を通過させるようにし、
　かつ、安定運転時に必要な流動媒体量の一部のみを前記加圧流動炉内に投入した状態に
なるよう前記流動媒体投入装置及び前記流動媒体排出装置を運転するよう構成し、
　前記加圧流動炉の安定運転時、つまり前記加圧流動炉内又は前記過給機における温度及
び圧力が所定の値に達した時点で、
　前記排ガスを前記本経路のみを通過させるようにした後前記空気供給手段を停止し、そ
の後に安定運転時に必要な流動媒体量の追加分を投入するよう前記流動媒体投入装置及び
前記流動媒体排出装置を運転するように構成した、
　ことを特徴とする加圧流動焼却設備。



(5) JP 5187731 B2 2013.4.24

10

20

30

40

50

【０００７】
　＜請求項３記載の発明＞
　被処理物を加圧下で流動燃焼させる加圧流動炉と、この燃焼により発生した排ガスによ
って駆動されるタービン及びこのタービンによって駆動され前記加圧流動炉内に供給する
空気を圧縮するコンプレッサーを有する過給機と、を備えた加圧流動焼却設備における立
ち上げ運転の際に、
　前記コンプレッサーの吸込み側に設けられた空気供給手段からの空気を、前記コンプレ
ッサーを通して前記加圧流動炉内に圧縮空気を供給する経路及びこの経路における前記コ
ンプレッサーを通った後かつ排ガスと熱交換する空気予熱器の入口上流側の部分から分岐
して、前記加圧流動炉の始動用バーナーに連なる分岐経路を通して圧縮空気として供給す
るとともに、
　前記排ガスを前記空気予熱器及び集塵機を通った後に前記過給機のタービンに開度調整
可能な本径路切替弁を介して直接導く本経路及び前記過給機を通ることなく開度調整可能
なバイパス径路切替弁を介して下流の排ガス処理系に導くバイパス経路を通過させ、
　立ち上がり運転時間経過に伴って、始動用バーナーの燃焼により加圧流動炉内の圧力を
上昇させ、かつ前記本径路切替弁及び前記バイパス径路切替弁の開度を調整することで、
コンプレッサー出口側の圧縮空気圧力が加圧流動炉内の流動部の圧力損失を超える圧力と
なって、加圧流動炉内の圧力上昇に伴いコンプレッサーの出口側風量を増加させる、
　ことを特徴とする加圧流動焼却設備の立ち上げ運転方法。
【０００８】
　＜請求項４記載の発明＞
　被処理物を加圧下で流動燃焼させる加圧流動炉と、この燃焼により発生した排ガスによ
って駆動されるタービン及びこのタービンによって駆動され前記加圧流動炉内に供給する
空気を圧縮するコンプレッサーを有する過給機と、を備えた加圧流動焼却設備における立
ち上げ運転の際に、
　前記コンプレッサーの吸込み側に設けられた空気供給手段からの空気を、前記コンプレ
ッサーを通して前記加圧流動炉内に圧縮空気を供給する経路を通して圧縮空気として供給
するとともに、
　前記排ガスを空気予熱器及び集塵機を通った後に前記過給機のタービンに直接導く本経
路及び前記過給機を通ることなく下流の排ガス処理系に導くバイパス経路を通過させ、
　前記加圧流動炉内又は前記過給機における温度及び圧力が所定の値に達するまでの間は
、安定運転時に必要な流動媒体量の一部のみを前記加圧流動炉に投入した状態で前記空気
供給手段によって流動化を図り、前記加圧流動炉内又は前記過給機における温度及び圧力
が所定の値に達した時点で、前記空気供給手段を停止し、その後に安定運転時に必要な流
動媒体量の追加分を投入する
　ことを特徴とする加圧流動焼却設備の立ち上げ運転方法。
【０００９】
【００１０】
　（主な作用効果）
　先にも触れたように、１年当たり１～２回程度（多くとも数回）の立ち上げ運転だけの
ために、始動用バーナーについての燃焼用空気を送るために専用ブロワを用意することは
、設備の高騰を招く。特に、加圧流動炉が所定の加圧状態の安定運転に達する時点まで専
用ブロワによって、容量的に大きい加圧流動炉に対して燃焼用空気を送り込むことは、専
用ブロワの大型化を回避できないものである。
　後者の点についてさらに説明すると、立ち上げ当初の加圧流動炉の圧力は低圧であるが
、時間の経過とともに炉内圧力は定常運転に必要な圧力に増加させる必要がある。このた
めに、専用ブロワは、当初の低吐出圧力・低送風量から時間経過後の高吐出圧力・高送風
量を確保するために容量を予めもっている必要があるために、専用ブロワの大型化を回避
できないものである。
　しかるに、本発明においては、コンプレッサーに対して設けられた空気供給手段からの
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空気を、コンプレッサーを通して加圧流動炉内に圧縮空気を供給する経路と、好ましくは
この経路におけるコンプレッサーを通った後の経路から分岐して、加圧流動炉の始動用バ
ーナーに連なる分岐経路とを有し、加圧流動炉の立上げの際に、（加圧流動炉のほか）分
岐経路を通して圧縮空気を始動用バーナーの燃焼用空気として供給するものである。
【００１１】
　その結果、時間経過に伴う燃焼の進行によって昇温し、これに伴って、加圧流動炉内の
圧力が上昇すると、コンプレッサー側での圧縮比が高くなり、コンプレッサー出口側の圧
縮空気圧力は加圧流動炉内の圧力よりも常に高くなる（加圧流動炉内の流動部の圧力損失
分を超える圧力）ので、加圧流動炉内の圧力上昇に伴ってコンプレッサー出口側の風量が
増加する。その結果、送風能力の小さい空気供給手段であっても、時間経過後においても
高吐出圧力・高送風量を確保することができる。したがって、図１に符号４３Ａとして仮
定的に図示した始動用バーナーについての燃焼用空気を送るために専用ブロワを使用しな
いか、きわめて小型のもので足りるものとなり、もって、設備コストやランニングコスト
を低減させることができる。また、加圧流動炉内圧力と、加圧流動炉内へ燃焼用空気とし
て吹き込む圧縮空気の圧力が連動しているので、始動用バーナーにおける燃焼用空気量制
御が容易になる利点もある。
【００１２】
　もっとも、立ち上げ運転時においても、当初は加圧流動炉からの排ガスの量が極めて少
ない。したがって、この排ガスを空気予熱器及び集塵機を通った後に過給機のタービンに
直接導くと、タービン圧損となって、空気供給手段の静圧を増加させてしまう。そこで、
排ガスが空気予熱器及び集塵機を通った後に過給機のタービンに直接導く本経路のほか、
当該過給機を通ることなく下流の排ガス処理系に導くバイパス経路を有し、排ガスを空気
予熱器及び集塵機を通った後に本経路及びバイパス経路を通過させるように構成する。こ
れにより、タービンによる圧損を低減して空気供給手段の静圧を低減することができ、空
気供給手段を小型化して、設備コストやランニングコストを低減させることができる。
　一方、別途、始動用バーナーの燃焼用空気送気用ブロワを備えていないことは、設備コ
ストの低減効果が大きいものとなる。
【００１３】
　なお、本明細書における空気供給手段とは、空気圧縮機、送風機等の単体機器や、他設
備に設けられ、当該他設備で発生する空気をコンプレッサーに供給する装置等であってよ
く、当業者が適宜、選定するものである。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、加圧流動焼却設備の立ち上げ運転の際の効率化が図られ、設備コスト
やランニングコストを低減させることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　以下、本発明の実施の形態を説明する。
　本形態に係る加圧流動焼却設備は、被処理物Ｓを燃焼させる加圧流動炉１０と、この燃
焼により発生した排ガスによって駆動されるタービン４１及びこのタービン４１によって
駆動され、加圧流動炉１０内に供給する空気を圧縮するコンプレッサー４２を有する過給
機４０を備えている。
【００１６】
　加圧流動炉１０には、バイオマス、都市ゴミや下水汚泥の脱水ケーキ等の被処理物Ｓが
供給口から供給されると共に、始動時において下部の始動用バーナー１２から燃焼のため
の燃料及び燃焼用空気が供給されるようになっている。加圧流動炉１０の下部からは、後
述するように、圧縮空気が吹き込まれ、その流動化エネルギーによって被処理物Ｓが流動
されながら、燃焼焼却されるようになっている。
【００１７】
　その燃焼焼却排ガスは、流路７１を通して空気予熱器２０に送られ、その後に流路７２
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を通してバグフィルタやセラミックフィルタなどの集塵機３０を通った後に、本経路たる
流路７３を通して過給機４０のタービン４１に導かれ、また、バイパス経路たる流路７３
と分岐する流路７３Ａを通して過給機４０を通ることなく下流の排ガス処理系たる流路７
４に導かれる。このように、バイパス経路たる流路７３Ａを有することにより、タービン
４１による圧損を低減して空気供給手段４３の静圧を低減することができ、空気供給手段
４３を小型化して、設備コストやランニングコストを低減させることができる。特に、立
ち上げ運転当初においては、加圧流動炉１０からの排ガスの量が極めて少ないため、ター
ビン圧損が大きくなり易く、そこで、本経路たる流路７３を通す排ガスの量を少なくし、
他方、バイパス経路たる流路７３Ａを通す排ガスの量を多くし、排ガスの量が増えるのに
応じて、本経路たる流路７３を通す排ガスの量を多くすると好ましいものとなる。この流
路７３に導く排ガスの量と流路７３Ａに導く排ガスの量との調節は、それぞれの流路７３
，７３Ａに備わる切替え弁４６，４７の開度を調節することによって、行うことができる
。
【００１８】
　一方、過給機４０では、タービン４１を駆動し、これに連結されたコンプレッサー４２
を駆動する。タービン４１で膨張した排ガスは、流路７４を通して白煙防止用予熱器５０
を通り、流路７５を通して排煙処理塔６０に導かれ、清浄化が図られた後に煙突６２から
大気に放出される。
【００１９】
　他方、コンプレッサー４２に対して空気供給手段４３が設けられており、切替え弁４４
を有する流路７６からの空気を、コンプレッサー４２により圧縮して、流路７７及び流路
７８を通り、空気予熱器２０を巡りながら流路７９を通して、加圧流動炉１０内に圧縮空
気を供給する経路が形成されている。
　また、この経路におけるコンプレッサー４２を通った後の経路７７から分岐して、加圧
流動炉１０の始動用バーナー１２に連なる分岐経路８０も形成されている。
　空気予熱器２０は、排ガスのもっている熱により、加圧流動炉１０内に供給する圧縮空
気を予熱するためのものである。
　白煙防止用予熱器５０は、白煙防止ファン５２から送り込まれる空気を予熱し、排煙処
理塔６０からの清浄空気を煙突６２において加熱し、白煙を大気に発生させないようにす
るものである。排煙処理塔６０は排ガスの最終的な清浄化を図るものであり、湿式集塵方
式などが採用される。
【００２０】
　本実施の形態においては、本設備周りから外部空気Ａのコンプレッサー４２に対する切
替え弁４５を有する供給流路８１が設けられ、立ち上がり運転時には空気供給手段４３か
らコンプレッサー４２に空気を送り込み、安定運転になった時点で、切替え弁４４を閉じ
、その代わりに切替え弁４５を開として供給流路８１を通して外部空気Ａをコンプレッサ
ー４２に対して送り込むようになっている。
【００２１】
　立ち上げ運転の際には、図２に示すように、コンプレッサー４２に対して設けられた空
気供給手段４３からの空気を、流路７６を通してコンプレッサー４２に送り込み（空気供
給手段運転開始）、コンプレッサー４２により圧縮して、流路７７及び流路７８を通り、
空気予熱器２０を巡りながら流路７９を通して、加圧流動炉１０内に圧縮空気として供給
する。また、この経路におけるコンプレッサー４２を通った後の経路７７から分岐した分
岐経路８０を通して、加圧流動炉１０の始動用バーナー１２に圧縮空気を送り、燃焼用空
気として供給する。
【００２２】
　立ち上がり運転時間経過に伴って、加圧流動炉１０内の圧力が上昇すると、コンプレッ
サー側での圧縮比が高くなり、コンプレッサー４２出口側の圧縮空気圧力は加圧流動炉１
０内の圧力よりも常に高くなる（加圧流動炉１０内の流動部の圧力損失分を超える圧力）
ので、加圧流動炉１０内の圧力上昇に伴ってコンプレッサー４２出口側の風量が増加する
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。その結果、容量の小さい空気供給手段４３であっても、時間経過後においても高吐出圧
力・高送風量を確保することができる。したがって、図１に符号４３Ａとして仮定的に図
示した始動用バーナー１２についての燃焼用空気を送るために専用ブロワを使用しないか
、きわめて小型のもので足りるものとなり、もって、設備コストやランニングコストを低
減させることができる。
【００２３】
　所定の温度、タービン４１の入口温度がたとえば３５０℃以上、圧力が０．１１～０．
１５ＭＰａの条件を指標とした安定運転になった時点で、切替え弁４４を閉じ（空気供給
手段運転停止）、その代わりに切替え弁４５を開として供給流路８１を通して本設備周り
から外部空気Ａをコンプレッサー４２に対して送り込む。以後、この条件が続行される。
【００２４】
　従来、焼却に用いられている加圧を行わない気泡流動炉では、常時流動用ブロワを運転
し続け、また、排煙処理塔６０で煙突から強制的に排気するための誘引ファンの設置が必
要なものであるのに対し、本形態に係る加圧流動焼却設備は、起動時に空気供給手段４３
を使用するのみで足りるのでランニングコストが低減し、誘引ファンの設置が不要となる
利点がある。
【００２５】
　加圧流動炉１０の運転条件に限定はないが、０．１～０．３ＭＰａ程度の加圧にし、ダ
イオキシン発生防止の観点から８００～８５０℃程度の温度条件にすることが望ましい。
【００２６】
　ところで、以上の立ち上がりから安定運転に至る過程においては、図２に示すように、
立ち上げ当初は、空気供給手段４３の運転を開始するとともに、安定運転時に必要な砂等
の流動媒体量の一部のみを加圧流動炉１０に投入した状態で空気供給手段４３によって流
動化を図り、加圧流動炉１０内又は過給機４０における温度及び圧力が所定の値に達した
時点で、空気供給手段４３を停止し、その後に安定運転時に必要な流動媒体量の追加分を
投入する。このように立ち上げ当初の流動媒体の量を少なくしておくことにより、加圧流
動炉１０の流動部における圧力損失が低減され、タービン４１の入口における排ガスの圧
力も、流動部における圧力損失が低減された分上昇する。結果、コンプレッサー４２の出
口における圧縮空気の昇圧速度も上昇するため、空気供給手段４３をよりいっそう小型化
することができるようになる。なお、加圧流動炉１０からの排ガスをバイパス経路たる流
路７３Ａに通す場合は、流動部における圧力損失を低減することによる利点は少ない。し
かしながら、加圧流動炉１０からの排ガスをバイパス経路たる流路７３Ａに通さず、全て
本経路たる流路７３に通す段階に至っても、いまだ安定運転の段階には至らず、空気供給
手段４３の運転状態が続く。したがって、流動部における圧力損失を低減しておくと、こ
の段階から大きな利点が発揮される。
【００２７】
　次に、砂等の流動媒体を、加圧流動炉１０内に供給し、あるいは加圧流動炉１０内から
抜き出す形態について、説明する。
　まず、本形態においては、加圧流動炉１０に、流動媒体を加圧流動炉１０内に投入する
ための流動媒体投入装置１１と、流動媒体を加圧流動炉１０外に排出するための流動媒体
排出装置１３と、が設けられている。そして、流動媒体投入装置１１は、流動媒体を貯留
する貯留ホッパ１１Ａと、この貯留ホッパ１１Ａの下側に設けられたロータリバルブやス
ライドゲート等からなる投入手段１１Ｂと、を有し、貯留ホッパ１１Ａ内の流動媒体は、
投入手段１１Ｂによって、例えば、加圧流動炉１０の側壁を通して、加圧流動炉１０内に
供給される。一方、流動媒体排出装置１３は、加圧流動炉１０の底部に設けられた排出ゲ
ート１３Ａと、この排出ゲート１３Ａを通して排出された流動媒体を搬送しつつ所定温度
　（例えば、１５０～２５０℃）まで冷却する冷却コンベア１３Ｂと、この冷却コンベア
１３Ｂによって冷却された流動媒体中に含まれる不燃物等の不純物を取り除く分級機（篩
い分け機）等の分離手段１３Ｃと、この分離手段１３Ｃによって不純物が取り除かれた再
利用可能な流動媒体を貯留ホッパ１１Ａに搬送するフライトコンベア等の搬送手段１３Ｄ
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である。このように、本形態においては、流動媒体投入装置１１及び流動媒体排出装置１
３を有して、流動媒体をリサイクル可能な構成となっている。
【００２８】
　本形態において、砂等の流動媒体の量は、特に限定されないが、例えば、定常運転終了
後における立ち上げ時には、加圧流動炉１０における圧力損失が、例えば、０．００５～
０．００７ＭＰａとなるように、加圧流動炉１０内の流動媒体を流動媒体排出装置１３に
よって排出し、もって流動媒体の量を調節する。この際、あるいはこの調節を行った後、
加圧流動炉１０内へ圧縮空気の供給を行う。その後、例えば、加圧流動炉１０内が所定の
温度、圧力となったら、加圧流動炉１０における圧力損失が、例えば、０．０１～０．０
１５ＭＰａとなるように、加圧流動炉１０内に流動媒体を流動媒体投入装置１１によって
投入する。この流動媒体を投入（追加）する時期を判定するにおいては、加圧流動炉１０
内の圧力や温度を基準とするに限定されず、例えば、供給される圧縮空気圧力等を基準に
することもできる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】加圧流動焼却設備の構成例の説明図である。
【図２】加圧流動焼却設備の立ち上げ運転方法を説明するためのフロー図である。
【符号の説明】
【００３０】
　１０…加圧流動炉、１１…流動媒体投入装置、１２…始動用バーナー、１３…流動媒体
排出装置、２０…空気予熱器、３０…集塵機、４０…過給機、４１…タービン、４２…コ
ンプレッサー、４３…起動用ブロワ、５０…白煙防止用予熱器、６０…排煙処理塔、Ｓ…
被処理物。

【図１】 【図２】
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